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Abstract
This paper describes how concepts and characteristics of a support center for civic activities 
that was established by the Kyoto Municipal Government formed and changed. Many actors 
and changes of condition of a social policy made impacts on establishing the support center. It 
planned originally as a support centers for civic creative activities for example art, historical 
studies and lifelong learning by the Mayor in 1992. A few years later, the Mayor resigned 
and new Mayor tried to make his policy of the Kyoto Municipal Government. The new Mayor 
assigned that task to his subordinates. The subordinates organized a project team. The project 
team offered their opinion and an alternative idea of the support center. On the other hand 
the Great Hansin-Awaji Earthquake occurred in 1995. It served as a clear reminder to the 
public that the importance of volunteers and support facility for them. That made an idea of 
a support center for volunteers. In the end the Kyoto Municipal Government built a complex 
public facility including the Support Center for Civic Activities, Volunteer Center for Social 
Welfare, the Support Center for Elderly person and the Center for Urban Development. The 
process of the formation of the Support Center for Civic Activities and a compartmentalization 




日本では 1990 年頃、平成に入った頃から、NPO やボランティアに対する人びとの関心が高


















京都市市民活動総合センターは、2003 年（平成 15 年）6 月にオープンした市民活動や NPO








































成 4 年）から 1997 年（平成 9 年）にかけて、これらの小学校の内、都心部の 29 校が 9 校に統









12 月には京都市都心部小学校跡地活用審議会が設置された。1994 年（平成 6 年）に都心部に
おける小学校跡地の活用についての基本方針が発表され、京都市都心部小学校跡地活用検討委
員会が設置された。
その後、地元への説明と協議が進められ、1996 年（平成 8 年）11 月には個別跡地の具体的
な活用計画の市内部案が承認された。まず、元・竹間小学校、元・明倫小学校、元・開智小学
校の 3 つの小学校の跡地活用計画が 1997 年（平成 9 年）2 月に確定し、その後さらに 3 つが
追加された。その中には菊浜小学校跡地の計画も含まれていた。この 6 つの小学校跡地の利用
計画は、以下のとおりであった（1）。
元・竹間小学校跡地活用 : 統合幼稚園「京都市立中京もえぎ幼稚園」（2000 年 4 月開園）、
幼児教育センター「子育て支援総合センターこどもみらい館」（1999 年 12 月会館）、街
区公園
元・明倫小学校跡地活用 : 京都アートセンター「京都芸術センター」（2000 年 4 月会館）
元・開智小学校跡地活用 : 学校歴史博物館（1998 年 11 月開館）
元・修徳小学校跡地活用 : 高齢者総合福祉施設・児童館・地域図書館（1997 年 2 月開設）
元・菊浜小学校跡地活用 : 市民活動支援センタ一、ボランティアセンター、市民すこや
かセンター（1998 年 2 月開設）、まちづくり活動の拠点施設「景観・まちづくりセンター」
（1999 年 12 月開設）
元・小川小学校跡地活用 : 高齢者総合福祉施設・京都市立みつば幼稚園（1999 年 2 月開設）
これらの内、菊浜小学校跡地活用計画には大きな特徴があった。それは、そこに新たな大型
の建物を建設するという点と、それを複合施設にするという点である。京都市の財政事情は厳





最終的には、約 66 億円の事業費をかけた地下 2 階、地上 5 階建ての建物が完成し、2003 年（平
成 15 年）6 月 23 日にひと・まち交流館京都としてオープンした。小学校のグラウンド部分に
ついては、地域住民が利用するグラウンドとすることで決着した。
Ⅳ．市民活動支援センターの構想





































ムだった。市民参加に関連の深い局区の課長級から係長級の職員 20 名が集まり、1996 年（平
成 8 年）9 月にスタートしたこのプロジェクトチームは、翌年 5 月にかけて市民参加について
の検討を重ね、7 月には報告書「市民参加先進都市をめざして」を公表している。9 月 19 日
の発足式に始まり、コアチーム会議、プロジェクトチーム会議、関係者へのヒアリングなど、

















































このプロジェクトチームが動き出すよりも少し早く、新しい桝本市政の平成 8 年度から 11
年度にかけての施策・事業計画の策定が始まり、平成 8 年（1996 年）12 月に「もっと元気に・








1997 年（平成 9 年）5 月にこのプロジェクトチームが終了すると、さらに同年 12 月から市
民参加推進プロジェクトチームが立ち上げられ、市民参加事業の推進が目指された。このプロ
ジェクトチームも、そのメンバーを全庁的に募集するという画期的なもので、多様な職種、年













1999 年（平成 11 年）9 月に市民参加推進懇談会が設置された。この懇話会によって 2001 年（平






に就任する 1 年前には阪神・淡路大震災が発生しており、その被災地に 140 万人ともいわれる
ボランティアが駆けつけたことなどを受け、国ではボランティア支援立法が検討され始め（10）、
各自治体においても重要なテーマとなっていた。






ターの整備」という施策・事業としてあげられ、平成 9 年度に基本構想検討、平成 10 年度と
11 年度に設計・工事、平成 12 年度以降に完成という年次計画が示された。
この年次計画にしたがって、1997 年（平成 9 年）1 月に京都市ボランティアセンター・京都
市市民すこやかセンター（仮称）基本構想策定委員会が立ち上げられた。「もっと元気に・京
都アクションプラン」では、第 1 の柱として「ひとが元気」、「まちが元気」、「産業が元気」、「文
化が元気」、「自然が元気」の 5 つの「京都元気策」が、第 2 の柱としてこの 5 つの元気策を推
進する市役所の元気策「明るく元気な市役所づくり」が、そして 21 世紀の市民の夢を実現す
る、まちづくりの大切な方針となる、将来の元気策「21 世紀・京都のグランドビジョン策定」










会の答申に基づいて、1998 年（平成 10 年）1 月にボランティア活動推進のための基本方針が
出された。これは政令指定都市では初めてのものであった。









































この基本方針と基本構想の答申を受けて、2001 年（平成 13 年）7 月に市民活動推進協議会
京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）
－ 145 －
が設置された。ここで 5 回のプレワーキング、5 回のワーキング、1 回のワークショップ、そ
して 3 回の協議会を経て、同年 12 月に「市民活動支援センター（仮称）の管理運営方針につ
いて」がまとめられた。そしてさらにワーキングや協議会を続けながら、管理運営主体選定の
ための企画コンペが実施され、候補者によるプレゼンを審査委員会で審議し、管理運営主体を
内定した。最終的に市民活動推進協議会は、6 回の協議会、16 回のワーキング等、そして 1 回
のワークショップの末に、平成 15 年 3 月に「京都市市民活動総合センターの管理運営体制等
について」をとりまとめた。そして、平成 15 年 6 月に京都市市民活動総合センターは開館した。
Ⅵ．福祉ボランティアセンター
ボランティアセンターの構想のもうひとつの流れが福祉ボランティアである。京都市では阪
神・淡路大震災の前年の 1994 年（平成 6 年）に福祉ボランティアについて市政モニター調査

































京都市社会福祉協議会は 1952 年（昭和 27 年）に設立され、1961 年（昭和 36 年）に社会福
祉法人となっている。また各区の社会福祉協議会は、1987 年（昭和 62 年）6 月に区社協法人
化推進方策が策定され、1989 年（平成元年）の南区を皮切りに法人化が進められ、1994 年（平
成 6 年）に全 11 区での法人化が完了している。
ボランティアセンターとしては、1989 年（平成元年）7 月に市社協として京都市ボランティ
ア情報センターを設置し、震災のあった 1995 年（平成 7 年）から区のボランティアセンター



















ボランティア活動の総合的支援施設の設置をあげた 1998 年（平成 10 年）1 月のボランティ
ア活動推進のための基本方針や、それと同じタイミングで出された基本構想の答申（1 月 29 日）




















1991 年（平成 3 年）11 月に出された京都市まちづくり審議会第一次答申において、住民に
よる自主的なまちづくり活動を支援する第三者機関の設立が提言されたのを受けて、（仮称）
都市景観センターの設立の検討が開始されたのがその起源である。その後、1994 年（平成 6 年）








1996 年（平成 8 年）12 月に財団法人の設立および施設基本計画（案）が決定された。そして






京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）政策科学 23 － 3, Mar. 2016
－ 148 －
平成 12 年に映画館などが入った地上 7 階、地下 2 階建の文化施設が建設される予定で、セ






1999 年（平成 11 年）11 月の都心部小学校跡地活用審議会において、景観・まちづくりセンター
を菊浜小学校跡地に立てられる新しい建物に入れることがほぼ決まった。当初の計画では、ひ
と・まち交流館は 1999 年（平成 11 年）12 月に開設される予定だったがそれが遅れ、景観・





















1992 年（平成 4 年）にまで遡る市民活動支援センターの構想は、2 人の市長、市庁内のプロジェ















議会 6 回、ワーキング等 16 回、ワークショップ 1 回、計 23 回におよぶ議論によって、より柔
軟なアイデアが導入された。










る設立して間もない NPO 法人に、年間予算 8100 万円の市の事業が委託されたのである。そ
れはきょうと NPO センターが設立されて 5 年目、法人格を得て 4 年目のことだった。
Ⅸ．きょうとNPOセンター
きょうと NPO センターは 1998 年（平成 10 年）7 月に設立された中間支援組織で、日本で
は比較的早く設立された中間支援組織のひとつである。その年の 3 月に特定非営利活動促進
法が成立し、12 月から施行されている。また、中間支援組織のナショナル・センターとされ




ンターを 1999 年（平成 11 年）に開設しており、その設立プロセス、施設の内容、運営方法な



































































































福祉協議会が 1981 年（昭和 56 年）に設置された東京ボランティア・センタ （ー東京都設置）を、











































京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）政策科学 23 － 3, Mar. 2016
－ 154 －
注（ 1 ）西脇（2008 年）、36 頁に加筆した。
（ 2 ）「いきいききょうと　京都市健康都市構想」1992 年（平成 4 年）2 月、25 頁











（ 5 ）「市民参加検討プロジェクトチーム報告書　市民参加先進都市をめざして」1997 年（平成 9 年）7 月、
43 頁
（ 6 ）林　建志氏（京都市文化市民局・地域自治推進室長）へのインタビュー（於：京都市市役所、2014
年 8 月 20 日）
（ 7 ）林　建志氏（京都市文化市民局・地域自治推進室長）へのインタビュー（於：京都市市役所、2014
年 8 月 20 日）
（ 8 ）「市民参加検討プロジェクトチーム報告書　市民参加先進都市をめざして」1997 年（平成 9 年）7 月、
37 頁
（ 9 ）「市民参加推進プロジェクト活動報告書」2000 年（平成 12 年）春
（10）1995 年（平成 7）1 月 27 日の衆議院予算委員会において五十嵐広三官房長官がボランティア支援立
法の用意があることを表明し、2 月 3 日には 18 関係省庁によるボランティア問題に関する関係省庁
連絡会議が設置された。しかし、これに対して市民活動団体側からは、個人であるボランティアの
支援よりもまずその受け皿となる団体の基盤整備が不可欠であるという反論が起こり、議員や財界






1997 年（平成 9 年）10 月、34 頁
（13）「京都市ボランティア活動総合支援センタ （ー仮称）の基本構想について（答申）」1998 年（平成 10 年）
1 月、14 頁








（18）「（仮称）京都市景観・まちづくりセンター実現化調査 －報告書－」1997 年（平成 9 年）3 月、165-
171 頁
（19）平成 13 年 7 月 13 日に開催された京都市市民活動推進協議会の第 1 回目の会議の冒頭で挨拶した星
川茂一総合企画局長は、次のように述べている。「今日のお顔ぶれを見ますとずいぶんお若い方ばか
りで、本当に心強く、新しい社会活動に参加していただく方々が増えてきていると実感しています」。
（20）日本 NPO センターや地域のサポートセンターの設立プロセスについては、吉田忠彦「日本 NPO セ
ンターの誕生まで」日本 NPO センター編（ 2007 年）第 2 部・第 1 章参照。
（21）新川達郎氏へのインタビュ （ー於：同志社大学、2002 年 6 月 11 日）、深尾昌峰氏へのインタビュ （ー於：
龍谷大学、2014 年 6 月 16 日）
（22）京都市市民参加推進フォーラム第 9 回会議（平成 16 年 12 月 13 日）摘録
（23）平成 8 年という時期、メンバーの集め方などから、市民参加推進プロジェクトチームではなく市民
参加検討プロジェクトチームのことと思われる。




都市市民活動総合センター、2014 年 8 月 1 日）
（27）牧村雅史氏（京都市文化市民局・地域自治推進室・市民活動支援課長）へのインタビュー（於：京
都市市民活動総合センター、2014 年 8 月 1 日）
（28）元京都市福祉ボランティアセンター職員へのインタビュー（於：京都市下京いきいき市民活動セン
ター、2014 年 7 月 18 日）
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